
要約

20世紀後半からのインターネットの発達により、とりわけ2000年以降BtoC(企業対個人 )のE-コマース
による市場は拡大を続けており、2017年時点の市場規模として16兆円を超え今日では多種多様な商品がオ
ンラインショッピングにより購入可能となっている。特に、OTC(Over the Counter)医薬品は2014年に一
定の規制・条件下において全面的な一般用医薬品のオンライン販売が認められ、大手E-コマースサイト
を中心に参入・競争が盛んになったものの2018年4月に経済産業省から発表された国内の2017年EC化率に
おいて化粧品・医薬品カテゴリーは5.27％と電化製品(30.18％)、衣類(11.54％)などと比較しても低調に推
移している。オンライン販売により幅広い種別の医薬品を特に薬局数の少ない過疎地や、外出の困難な利
用者に対しても24時間の販売機会を提供することができ、社会的にも大きな利益を生むと考えられるその
一方で、購入に当たっては従来店舗同様に購入者から氏名、年齢、既往症などの状態確認を元に個別の情
報を提供することが義務(第１類医薬品のみ、2、3類医薬品は努力義務)となっている。
これらを踏まえ、本研究ではOTC医薬品に対し消費者が購入において重視する店舗属性と施策につい

て利用者の年代、性別、インターネット購買経験といった面から検証することで、オンライン店舗と従来
のドラッグストアなど実店舗に対する現在の消費者の意識構造を明確化する。第一に仮想的にオンライン・
実店舗などの店舗形態をはじめ商品の知名度や薬剤師による販売時点、また販売後の情報提供などの店舗
属性を割り振ったコンジョイント分析により購買において重視される属性を検証した。その上でオンライ
ン店舗・実店舗での購買において消費者の内的な意識構造を解明するため、因子分析と重回帰分析により
消費者の知覚するベネフィット、リスク、情報品質、また過去の経験・知識がその商品もしくはそのチャ
ネルでの最終的な購買意図へ与える影響を分析した。
結果として首都近郊の消費者の購買においては価格やすぐに手に入る点などと合わせ、店舗の形態 (オ

ンライン店舗か実店舗 )、また店舗への馴染みといった属性が重視されると同時に、オンライン店舗より
も実店舗に対する指向が強いことが明らかとなった。また実店舗、オンライン店舗いずれについてもプラ
イバシー施策(専用ブースにおける問診やプライバシーマーク)による効果が大きいことが分かった。一方
で薬剤師の問診の丁寧さ、販売後の情報提供については医薬品に対するリスク意識の高い消費者に対して
低い消費者に比べて効果があることが分かった。このようなチャネル特有の消費者意識や施策効果につい
てより検証を深めていく必要がある。
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